
















































































































































































































































































年 度 人 数 年 度 人 数
1945－ 71,998,000 1965－ 99,209,000
1950－ 84,115,000 1970－ 107,665,000
1955－ 90,077,000 1975－ 111,940,000




税 目 22年度 23年度 24年度
直接税 117,696 230,484 346,820
所得税 79,273 190,832 278,754
源泉分 27,954 76,407 141,547
申告分 51,319 114,425 137,207
法人税 7,170 27,900 61,264
増加所得税 5,621 622 103
非戦災者特別税 6,174 596 60
財産税 8,997 3,621 705
戦時補償特別税 9,290 4,194 1,764
間接税等웬 90,191 225,076 292,055
酒税 27,499 54,794 83,329
取引高税 － 20,813 33,707
物品税等 50,554 119,421 143,420







金 額 指 数 金 額 指 数
９－11 194 100 27 100
14 327 169 51 189
16 416 214 78 289
19 630 325 188 696
22 14,355 7,399 2,663 9,863
23 26,993 13,914 6,519 24,144
24 34,801 17,939 9,546 35,356
25 39,834 20,533 8,980 33,259





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































国債償還（一般会計) 歳出 60 30 －30
地方政府補助金
(含所得税及び法人税らの配付税を含む) 143⒜ 165 ＋22
其の他支出 502 451 －51
計 705 646 －59
歳入
租税、煙草専売益金 635 576 －59
雑収入 70 70 0
計 705 646 －59
Ｂ 中央政府―見返資金
国債償還（最低） 63 63(？) 0(？)
投資（最高） 77 77(？) 0(？)
計 140 140(？) 0(？)
歳入 140 140(？) 0(？)
Ｃ 地方政府
歳出 376 425 ＋49
歳入
地方税 150 190 ＋40
賃貸手数料等 25 25 0
政府からの補助金 143⒜ 165 ＋22
純起債額（23－５） 18 35 ＋17
任意的寄付金及び制 40 10 －30
限外課税









見返資金による投資 77 77？ 0
支出
その他の全政府支出
(含む、一般会計よりする投資支出） 502 451 －51
その地方政府支出 376 425 ＋49
計 1060 1011 －49
歳入
租税、煙草専売益金 785 766 －19
政府からの補助金 143⒜⒝ 165⒝ ＋22⒝
雑収入、賃貸料、手数料等 95 95 0
任意的寄付金及び制限外課税 40？ 10？ －30(？)
見返資金収入 140 140？ 0(？)





























































1949予 1950推定 増 減
個人所得税 310 290 －20
法人税 27 35 ＋8
相続税 2 2 0
煙草専売益金 120 120 0
酒税 65 80 ＋15
織物消費税 17 0 －17
物品税 27 27 0
取引高税 45 0ａ －45ａ
其他内国税 22 22 0
計 635 576 －59
Ｂ 都道府県
都道府県民税 11 0 －11







入場税 5 10 ＋5
不動産取得税 6 0 －6
遊興飲食税 6 12 ＋6
酒消費税 2 0 －2
その他の税 8 5 －3
計 71 71 0
Ｃ 市町村
市町村民税 12 60 ＋48




入場税 9 0 －9
不動産取得税 6 0 －6
遊興飲食税 6 0 －6
酒消費税 2 0 －2
その他の税 11 7 －4





























































































































































































































































































5000以上 55％ 2.5 2.5
2000から5000 55 7.0 9.5
1000から2000 55 10.8 20.3
500から 100 55 30.1 50.4
300から 50 55 41.3 91.7
250から 30 50 24.3 116.0
200から 25 50 38.0 154.0
150から 20 45 64.0 218.0
120から 15 40 42.0 260.0
100から 12 35 63.0 323.0
80から 10 30 67.0 390.0
50から 8 25 174.0 564.0
20から 5 20 295.0 859.0
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